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日本防災士会岩手県支部会則 
 

 

 

第１章 総  則 
 

（名称） 

第 1 条 本会は、「日本防災士会岩手県支部」と

称する（以下「本会」という。）。 
 

（事務所） 

第 2 条 本会は、事務所を岩手県盛岡市に置く。 

２ 本会の下部組織として以下の分室を設置

する。各分会に所属する市町村は、別表１で

定める通りとする。 

一 県央部分室 

二 沿岸部分室 

三 県北部分室 

四 県南部分室 

３前項各号のほか、必要な分室は総会の議決を

経て、必要な地に置くことができる。 
 

（目的） 

第 3条 本会は、「自助」，「共助」の原則のもと、

会員のネットワークを構成し、防災士としての

活動を通じて地域社会の発展に寄与すること

を目的とする。 
 

（事業） 

第 4条 本会は、前条の目的を達成するため、次

の事業を行う。 

一 研究会，講演会，見学会及びシンポジウ

ムの開催 

二 研究成果(会報を含む。)の刊行 

三 内外の関連機関との交流 

四 調査・研究支援 

五 災害救助・支援活動 

六 その他、役員会において必要と認めた事  

業 

 

 

 

 

第２章 会  員 
 

（資格） 

第 5条 正会員は、岩手県内に居住若しくは勤務

する、次に掲げる各号の一に該当する者とする。 

一 防災士 

二 防災に関し、学識または経験のある個人 

２ 準会員は、大学またはこれに準ずる学校に

在籍する学生で、防災に関し深い関心を持つ

者とする。 

３ 賛助会員は本会の目的に賛同し、その事業

に協力しようとする法人または団体とする。 
 

（会費） 

第 6条 会員は本会の運営に必要な会費を納入し

なければならない。年会費は別表２で定める通

りとする。 

２ 会費については、当該年度初めから 6月末

までに納入するものとする。 

３ 本会にすでに納入した会費その他の供出

金品は返還しないこととする。 

 
 

第３章 役員及び顧問 
 

（役員） 

第 7条 本会に、次の役員を置く。 

一 支部長 1名 

二 副支部長 3 名以内 

三 分室長 各分室に 1名 

四 理事 15 名以内 

五 監事 2 名以内 
 

（選任） 

第 8条 理事及び監事は、総会において、正会員

のうちから選任する。 

２ 支部長、副支部長、分室長は理事の互選に

よるものとする。 

３ 理事及び監事は、相互に兼ねることができ
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ない。 

 

（職務及び任期） 

第 9条 理事は役員会を構成し、業務の執行を決

定する。 

２ 支部長は、本会を代表し、業務を統括する。 

３ 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事

故あるときまたは支部長が欠けたときは、役

員会においてあらかじめ定めた順序により、

その職務を代行する。 

４ 分室長は、分室をとりまとめ分室業務を総

括する。 

５ 理事は、支部長及び副支部長を補佐して、

業務を総括する。 

６ 監事は、本会の経理状況を監査する。 

７ 役員の任期は、2 年とする。ただし、再任

を妨げない。 
 

（顧問） 

第 10 条 本会に、顧問若干名を置くことができ

る。 

２ 顧問は、学識経験者または本会に功労のあ

った者から、役員会の推薦により、支部長が

委嘱する。 

３ 顧問は、本会の運営に関して支部長の諮問

に答え、または支部長に対して意見を述べる。 

４ 前条 7項の規定は、顧問について準用する。 
 

（報酬） 

第 11 条 役員は、無報酬とする。ただし、顧問

については、役員会の同意を得て、報酬を支給

することができる。 

 

 

第４章 会  議 
 

（種別及び構成） 

第 12 条 本会の会議は総会及び役員会とする。 

２ 総会は正会員をもって構成する。 

３ 役員会は、理事をもって構成する。 

 ４ 総会及び役員会の議長はその都度選任す

る。 

 

（機能） 

第 13 条 総会は、本会の最高議決機関であって、

この会則に定めるもののほか、本会の運営に関

する重要事項を議決する。 

２ 役員会は、この会則に定めるもののほか、

次の事項を議決する。 

一 総会の議決した事項の執行に関する事項 

二 総会に付議すべき事項 

三 その他総会の議決を要しない業務の執行

に関する事項 
 

（開催） 

第 14 条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合

に開催する。 

一 役員会が必要と認めたとき 

二 正会員総数の５分の１以上から会議の目

的たる事項を示して請求があったとき 

３ 役員会は、次の各号の一に該当する場合に

開催する。 

一 支部長が必要と認めたとき 

二 役員会現在数の３分の１以上から会議の

目的たる事項を示して請求があったとき 
 

（招集） 

第 15 条 総会及び役員会は支部長が招集する。 

２ 総会を招集する場合は、日時及び場所並び

に会議の目的たる事項及びその内容を、郵便，

電信または会報をもって、開会の日の 10 日

前までに会員に通知しなければならない。 

３ 前項の規定は、役員会についても準用する。

ただし、議事が緊急を要する場合において、

あらかじめ役員会において定めた方法によ

り招集するときは、この限りではない。 

４ 前条第 2項若しくは第 3項の規定により請

求があったときは、支部長は速やかに会議を

招集しなければならない。 

５ 総会及び役員会は、構成員の 2分の 1以上
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の出席をもって成立する。 
 

（総会の議決事項） 

第 16 条 総会は、次の事項を議決する。 

一 事業報告・収支決算並びに財産目録の承

認に関する事項 

二 重要な財産の取得・処理に関する事項 

三 事業計画及び収支予算の承認に関する事    

 項 

四 規程の設定及び変更に関する事項 

五 その他役員会が必要と認めた事項 

２ 議会の議事はこの会則の定める場合を除

き、出席者の過半数で決し、可否同数のとき

は議長の決するところによる。 
 

（役員会の議決事項） 

第 17 条 役員会は、次の事項のほか、会務運営

のため総会の権限に属さない一切の事項を議

決する。 

一 総会の議案 

二 支部規程の変更及び事業計画・収支予算

の承認に関する事項 

２ 議会の議事はこの会則の定める場合を除

き、出席者の過半数で決し、可否同数のとき

は議長の決するところによる。 
 
 

（書面表決等） 

第 18 条 やむを得ない理由のため、総会及び役

員会に出席できない構成員は、あらかじめ通知

された事項について、書面または代理人をもっ

て表決権を行使することができる。 

２ 前項の代理人は、代理権を証する書面を会

議ごとに議長に提出しなければならない。 

３ 第 1項の規定により表決権を行使する構成

員は、第 15 条第 5 項の適用については出席

したものとみなす。 

 

 

 

 

第５章 資産及び会計 
 

（資産の構成） 

第 19 条 本会の資産は、次に掲げるものをもっ

て構成する。 

一 設立当初の資産目録に記載された財産 

二 会費 

三 寄付金品 

四 事業に伴う収入 

五 その他の収入 
 

（経費の支弁） 

第 20 条 本会の経費は、資産をもって支弁する。 
 

（会計年度） 

第 21 条 本会の会計年度は、毎年 4 月 1 日に始

まり、翌年の 3月 31 日に終わる。 

 

 

第６章 会則の変更及び解散 
 

（会則の変更） 

第 22 条 この会則は、総会において正会員数の 4

分の 3以上の議決を得なければ変更することが

できない。 
 

（解散） 

第 23 条 本会が解散する場合は、総会において正

会員総数の 4分の 3以上の議決を得なければなら

ない。 

 

（残余資産の処分） 

第 24 条 本会が解散する際に有する残余資産は、

総会において正会員数の 4分の 3以上の議決を得

て、本会と類似の目的を有する他の法人または団

体に寄付するものとする。 
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第７章 補  足 
 

（実施細則） 

第 23条 この会則の実施に関して必要な事項は、

役員会の議決を得て、支部長が別に定める。 

 

（附則） 

１ この会則は、平成 21年 7月 25 日から施行

する。 

２ 本会の設立当初の会計年度は、第 21 条の

規定にかかわらず平成 21年 7月 25 日から平

成 22年 3月 31 日までの期間とする。 

 


